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「科学技術指標一日本の科学技術活動の体系的分析一」の完成に当たって
所長 坂内 富士男
科学技術指標(1994年 版報告書 －NISTEPReportNo.37-)を ここに上
梓す るこ とがで きた 。これは1991年 初版 に次 ぐものであ り、本報告書 に携 わ った多 くの関係 者
の ご協力 に衷心よ り感 謝す る次第である。
さて 、今回の 「科学 技術指標」 の特徴 は次の通 りで ある。
まず 、我が国の 「科 学技術 指標 」は、一国の科学技術活動を数量 面か ら全般 的、かつバ ラ ンスよ
く把握す ることを 目的 にしている。 この ような 目的 に沿 うため には 、個別 指標 を断片的 に収集す る
のではな く、確立 され た枠組み の下 に整理する必要がある 。す なわち体 系化が必要であ り、これ は
既存の他 国の科学技術指標 には見 られない大 きな特徴である 。
第2の 特徴 と して、カスケー ドと命名 した上述の体 系を維持 しつ つも個別指標 を充実す るこ とに
努 力を傾注 した。具体 的には教育 、地域 、科学 技術の社会へ の貢献 、科学技術 に対する社会意識等
において 、前版 を大 き く改善 した 。
第3の 特徴 と して 、一国の科学技術力を表現 する総 合指標の 作成 を試みた 。この分析 によって 、
各 国の科学技術活動の傾向 と特徴 のみな らず 、総合指標 の作成 に使用 した個別指標 の新 しい解 釈 も
可能 にな った。このよ うな試みは世界 に類 がな く、指標研究へ の大 きな貢 献である と自負 している 。
このよ うに多大な努力 によ って 、国際的 にも評価 され るよ うな科学技術 指標 を世 に問 うか らには 、
是非 とも多方面 で有効 に活用 して頂 きたい と思 う。まず 、科学技術政策の策定 に携 わる人 々に大い
に活用 して頂 きたい 。本指標 が将 来生起す る問題 を予知する早期警 報 に、また 、関連統 計や情報 の
収集 に際 して適 切な羅針盤 になる ことを期待 したい。何 も全ペ ージを読破 しよう と構え な くともこ
の中を散策 して頂 いて もよい と考 えてい る。何か ヒン トが得 られるはずで ある。
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次いで 、一般の人 にも我が 国の科学技術活動 を理解す る手 段 と して使 って頂 きたい と思 う。この
「科学技 術指標 」は多 くの人 に利 用可能 なよう市販版 を準備 中であ り、さらに、全文及 び全部 のデ
ー タをイ ンターネ ットによ りアプローチ可能 と し、国 内外の利 用 に供す る ことと してい る。そ うな
れば 、例 えば 、内外 の中学生 や高校生 を対象 に して、指標を利 用 した作文 、論文 コンクールな ど楽
しい企画 の実現 が可能 になる 。そ こには、 「科学技術」や 「指標」 とい う言葉 に ともすれば違和感
を持つ人 々に、少 しで も科学 技術活 動を理解 していただ きたい とい う気持 ちが込 め られ ている。
ところで 、科学 技術 指標 の役割 は一 国の科学技術活動全般の定点 観測で あ り、それ には継続性が
要求 され る。当研究所 は今後 とも定期 的にその時点の最 良の指 標を提示す る こととして いる。一方 、
科学技術 活動は急速に発展 し、社会 との関係 も大 き く変動 してお り、そのよ うな状況下 で、指標体
系の精緻化 、個 別指標 の充実 、分析 の高度化及びそれ らの蓄積 が今 後 とも絶 えず必要で ある。それ
によ って 、我が 国の 「科学技 術指標」 は理論 と実践の両面 で充 実す ることとなるわけであ り、その
期待 に応 えるのが当研究所 の重要 な役割の一つ と考え る。諸 兄のご協 力を期待す る所以である 。
1.最 近 の 動 き/CurrentTopics
○主 要 来訪 者 一 覧/ForeignVisitorstoNISTEP
l2/8(木)Dr.Diness(ジョー ジ メ イ ス ン大 学 教 授)
○研究会等/ResearchMeetings
・ 「生活 関連科学技術調査委員会」の第1回 会合 を12月12日に開催 した 。この委員会 は 、科学技
術 と人 間 ・社会 との調和を図 ることの一 環 と して 、また生活老重視の立場か ら、人間 ・社会 に関
わ りの深 い科学技術(生 活関連科学技術)の あ り方 、推進方策等 について検討 しよう とす る もの
である。
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科学技術指標の概要 一 日本の科学技術活動の概観 一
この度完成した科学技術指標の概要を紹介し、また、それを通じて我が国の科学技術活動を概観
する。
科学技術指標は、多岐に渡る科学技術活動を適切に把握するために、次のような項目から構成さ
れている。
1.学校 教育 における科学技術 人材の育成
2.科 学 技術への社会 的支援
3.研 究 開発 活動
4.研 究 開発の成果
5.科 学 技術 の社会へ の寄与
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6.科 学技術 に対す る社会の意識
7.研 究 開発の 国際化
8.地 域 におけ る科学 技術活動
9.合 成指標
このよ うな構成は 、科学技術の支援基盤 か ら影響 までの連鎖 を構造的 に捉えた 「カス ケー ド型」
の指標体 系を反映 した ものである。上記 の うち、合成指標は 、今回の新 しい試み である 。なお 、そ
れぞれの科学技術指標 は、単 に数 値で示す だけで な く図(グ ラ フ)に よ って示 されてお り、また報
告書の巻末 には 、詳細 な統計表が 掲載 され てい る。
次 に、個別の指標のい くつかを紹介す る。こ こで は、代表的な指標 、な らび に今回の 指標作成 に
お いて重点 を置いた もの 、お よび当研究所 にお ける独 自の研究 成果 に基づ くものを とりあげる。
(1)理科 教育の状況について 、日本 と欧米 を比較す ると、日本 では小学校 か ら中学 、高校 と進む に
つれて 、生徒 の理科 に対す る興味 が薄れてい く傾 向が特 に強 い(図1)。
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図1理 科に対する興味の度合い(小学生、中学生および高校生)
(2)科学 技術 関係 予算 の内容 を 、OECDに よ る 「社会 ・経済 目的別分i類」 に従 って 日米で比較す
る と、日本では 、 「知識 の一般的 向上」(大 学 の研究費および他 に分類 され ない研究への補助)の
割合が極 めて大 きく、 また、 「エ ネルギー」分野の予算がその次 に大 きな割合 を占めて いる。一方 、
米国は 「防衛」が最 も大 きな割合 を占めてい る(図2)。
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図2日 本と米国の科学技術関係予算の構成
(3)日本の研究 開発費 は過去20年間に約8倍とな ってお り、この期間の増加 率は米 国、 ドイツ、フラ
ンス 、イギ リスを含む先進主要国 のなかで最 も大 きい(図3)。 ただ し、日本の1993年度の研 究開
発費は13兆7091億円で 、前年度 に比べて1.4%減少 して いる。研究開発費の減少は過去30年間で初め
ての ことである 。これ は 、民 間企業部門の研究開発費が前年度 に続 き減少(対 前年度比5.3%減)し
た ことが 大 きく影響 している。
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図3主 要国の研究開発費の推移(R&D購 買力平価換算)
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(4)科学 と工学 の論文の世 界への影響 力 を示す論 文被引用 度 を分野 別 にみ る と、 日本 の論文では 、
f材料科学」 、 「農学 」 、 「天体 物理」の3分 野 にお いて世界の平均 を上 回 ってお り、 これに続 く
「物理学 」 と 「化学」 も日本 の論 文のなかでは被引用度が高い分野である(図4)。 一 方 、被 引用
度が小 さい分野 は 、 「エ コロジー ・環境」 、 「コンピュー タ ・サイエ ンス」などである。
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(5)民間企業の研究機 関の地域 分布は 、上位5都府県が全 国に占める割合が58%であ るな ど、特定地
域への集 中度が大 きい。産業 の性 格別 の地域分布では 、南関東(東 京都等)は 、非製造業 の割合が
特 に大 き く、西近畿(大 阪府等)で は基礎素材型 の割合がやや 多 く、また、東海地方で は生活関連
型の割合 がやや 大 きいなど 、地域 の研究開発の特性がみ られる 。(図5)
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図5民 間企業研究部 門の地域分布(1991年)
(6)合成指標 は、科学技術活動 を示す多数 の指標 を何 らかの方法で合成 し、1な い し2程 度の少数
の指標 によ って代表 させ るもので ある。その ことによ り、一国 の科学技術活動の全体的傾向を把握
で き、また 、総合的な国際比較や時系列 の分析 が可能 になる。
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(7)因子分析法 による構造分析では 、科学 一技術 、あ るいは基礎 一応用の性格 を示す第1因 子(横
軸)と 、入カ ー出力の性格を示す 第2因 子(縦 軸)が 得 られた 。このよ うな因子 に関す る各国の値
(因子 得点)で は 、日本は技 術 ・応 用寄 り、か つ入力寄 りの傾 向にあ る。米国は 、科学 ・基礎 およ
び入力寄 り、 ドイツは技術 ・応用お よび出力寄 り、フランス とイギ リスは科学 ・基礎寄 りお よび出
力寄 り、とな っている。(図6)
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図6主 要国の科学技術因子得点の推移
(8)主成分分析 によ り各国の科学 技術活動 の合成指標 を得 ると、各国 とも入力 と出力 との間に相関
のあ ることが示 される 。日本は 、入力 も出力 も順調 に伸びてい る。米国は 、1980年代前半 に出力の
低下がみ られるが 、1980年代後半 では出力が大 きく伸びている 。ヨーロ ッパ3国 はいず れ も入力に
対 して出力が大 きく、効率が 高い と考 えられ る。
(9)一国の科学技術活 動の総 合力 を示す合成指標(科 学技術総合指標)の 値 は、 日本が米 国の約半
分 、 ドイツ 、フラ ンス、イギ リスが 日本の約半 分であ り、各国の科学技術活動の総量 を示す指標 と
して現状 をほぼ反映 していると考 え られる 。各国の推 移をみ る と、 日本は順調 に増加 してお り、ヨ
ーロ ッパ の3国 も堅調 に推移 して いる。米国は 、1980年代前半 に減 少の傾 向がみ られる ものの 、19
80年代中 頃か らは増加 してい る。(図7)
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図7主 要国の科学技術総合指標の推移
班.そ の 他/OtherTopics
○成果物の発行案内
・NISTEPREPORTNo.36日本の技術輸出の実態(平 成4年 度)第3調 査研究 グループ
本資料は 、平成4年 度分の新 規の技術輸 出にっ いて、技術の 内容 、技 術の種類 、契約形態 、相
手先 との資本関係等 の項 目について 、民 間企業約1600社を対象 と したア ンケー ト調査 を基 に取 り
まとめた ものであ り、技術輸 出の内容 を質 の面 にまで踏み込 んで 明らか に した最初 の調査で ある。
なお 、本資料は 、1月 に大蔵 省印刷局か ら、発行(¥1,400)された 。
○海外 出張
12/4～12/11権田第2研 究グループ総括主 任研究官(ド イツ:ア ーヘ ン等)
ADT年 次総 会等
/6～/12永 田第1研 究 グループ研究員(フ ラ ンス:パ リ)
OECD/イ ノベ ー シ ョン、特許 、技術戦略の関する ワー クシ ョップ
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